
第 三章 日本の地域格差是正政策と産業立地政策の変遷

3.5. 日本 にお ける情 報産 業の立 地政策 と立地動向

3.5.1. 日本 におけ る情報産 業の立地 政策

3.5.1.1. オ フ ィス 機 能 と情 報 産 業

日本の高度成長期から安定成長期に至る1960年 代か ら80年代までの地域格差是正政策が、その主たる対

象として工業の分散を念頭においていたが、産業構造の変化によってその効果が限 られたものになったこ

とは既に書いた。しか し特に1980年 代前半までの産業構造の変化は工業の内容に関するものであ り、それ

が重工業から加工組立型産業に移ったものの、工業が基幹産業 として国や地域の発展を担っているという

認識に特に相違はなかった。

下河辺1は、全総の新産業都市を指 して 「拠点が産業都市のようにいわれてしまったけれども、拠点開

発方式 といったときの拠点は、中枢管理機能都市のことをいっていたはず」と述懐 し、実際は中枢管理機

能を担 う都市を地方にもつくるとい う計画でありそれは 「先見性のあるテーマだった」としている。情報

の処理を中心とす る中枢管理機能は、かつては情報通信システムが発達すれば企業の分散化が促進 される

2と指摘 されていたが、その後サービス経済化 とともに結果的にこうした産業は大都市に偏在 しやすいと

い うのが定説 となり、とりわけ東京圏での情報集中割合が大きく、これが東京一極集中の背景にもなった

3と言われている。それは、情報技術の進歩に伴って通信方法の平準化が進み、かえって普遍化 しにくい

特殊な情報の価値が高まっているからである4と指摘され、下河辺が指摘 していた全総当時の視点は、結

果的に外れたことを意味 している。

1980年 代後半 か ら激化す る東京一極集 中の問題 にお いては、工業 ではな くむ しろ中枢管理機 能 を中心 と

したオ フィスが地域格差 の原 因になっている とい う見方が一般化 し、四全総や その関連施策では地方拠点

都 市法を制定す るな どしてオフィス立地 の分散 を 目指 した。 しか しロン ドンで1960年 後 半 (昭和40年 代)

か ら1979年 まで の間ODP施 策 (Office Development Permits) が行 われ てロン ドン大都市都 心での事務所立地

が規制 され た5の とは対象的 に、 当時すでに世界的な規制緩和 ・民活の流れ の中にいた 日本においてはこ

うした規制 的手段 は用 い られず、それ は一部 の国土計画論者 か らの批判 を呼んだ6。

かっては地方の産業振興のために工場を誘致 し、そこで雇用機会を増や し所得を引き上げるという政策

がとられたが、生産現場で合理化 ・省力化が進められ、かつまた脱工業化が進んでいる今 日、工場形態の

事業所を地方に誘致 しても雇用や所得の面で大きな効果は期待 しにくい。工業生産部門の一部が外部サー

ビス化 している現在では、む しろ事務所形態のサービス業を誘致 した方が工業振興にとっても効果的7と

なってきている。1989年 のオフィス分散研究会の報告は、1980年代全般を通 じて東京圏に集中する傾向を

示 した事務所機能を地方に分散 させる意味は、大きくいって2つ あるとしている8。 「第一は、この機能

が今後我が国の経済をリー ドする役割 を担ってお り、多 くの就業機会を提供すると考えられるからである。

1 下 河 辺 淳 (1994) 、p.98

2 林 上 (1995) 、p.203

3 林 上 (1995) 、p.203

4 東 京 都 企 画 審 議 室 (1989)

5 川 上 征 雄 (1994)

6 大西隆は、 ロン ドンと東京のオ フィス立地政策 を比較 して、 「東京 は規制が な く誘導策だけで うま くい

くのか。 」 (大西隆(1992)) と批判 してい る。
7 林 上 (1995) 、p.204

8 林 上 (1995) 、p.206
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成長ポテンシャルの大きい業務を地方に根付かせ、またそれを欠くとしてさらに関連する業務を引き込む

ことにより、地方の産業振興を図る必要がある。第二は、東京圏における過密問題 を是正するとい う意味

か らである。東京圏の過密状態は長い時間かかって生み出されたものであり、す ぐには解決できない。考

えられる一つの地域戦略として業務核構想が提案され、一部は実践されつつある。しかしこの構想は、あ

る意味では東京の過密 を圏域レベルに拡大 したものに過ぎない。地域的に均衡 した国土の発展を図るとい

う長期的視点からみた場合、問題なしとはいえない。」

こうしたオフィス立地の分散やサービス産業の立地を対象とした地域振興のあり方は、1990年代、とり

わけ 「IT革命」が喧伝 されインターネ ットの普及率が上昇する1990年 代後半、新 しいタイプの基盤産業と

して取 り上げられてきた情報産業 と強い繋が りがある。情報産業論からの視点によれば、パーク ・ポラ ト

がその著書 『情報化経済』 (1977) において、情報交換の場を市場のほか非市場 (組織内) を考え、市場に

おける情報財 ・情報サー ビスの供給主体を総称 して 「第一次情報部門」と呼び、非情報企業や政府の組織

内情報の消費のための情報サー ビス生産活動を 「第二次情報部門」と呼んで区別 している9。製造業企業

の本社などはこの第二次情報部門であり、地方にいくら工場が伸びても本社機能が大都市圏、とりわけ東

京に集中することにより、人 口は首都圏に集中することになるのである。

(財)電 気通信総合研 究所 は、このポ ラ トの手法を用 いて 日本の情報産業の分析 を行 い 「我が国情 報産

業 の現状 と発展動向 に関す る研究」 (1984) とい う報告書 の中でその結果 を紹介 してい る。 その結果 によれ

ば、1960～70年 代 は第一次情報部 門 よ り第 二次情報部門の上昇が遙かに大 き く、 これ を 「産業の情報化 」

と読んでお り、一方 で1980年 以降は第二次情報部門の比率 は若干縮小 したのに対 し、第 一次情報部門の成

長が進み、 「情報の産業化」が進む との見通 しを示 してい る10。そ して経 済企 画庁経済研究所 の分析11は

その後、1980年 か ら1995年 までの動向 を定量的に観察 し、第一次情報部門の ウェイ トは名 目で90年 まで上

昇 した後95年 にか けて横這 い、実質 では90年 以降、95年 も上昇 となってい る12一方、第二次情報部門の ウ

ェイ トは名 目、実質 とも90年 以降 もわず かなが ら上昇 となっている としている。また、ITが マ クロ経済に

与える影響 、特に経済成長 に対す る寄与率は次第に上昇 してお り、特に1990年 代後 半は、不況 の中でIT資

本 の経済成長 に対す る寄与率が100.8%と 、一般 資本 (ITを 除 く) の56.6%や 労働の-30.3%、 その他 の-27.0%

に比べて非常 に大 きくなって いる13。

こうしたことを踏まえて、本論文では 「情報の産業化」、すなわち情報産業の誘致が新 しい地域振興及

び産業立地誘導政策、ひいては地域格差是正政策の手法になるという仮定の下で、日本における情報産業

の立地政策について文献を中心 とした レビューを行 う。

3.5.1.2. 日本 にお ける情報産 業の立地政策

情報産業の立地政策については、まず一般論として、これまでの全総計画などに基づいて行われてきた

工業誘致のような形での地域開発は難 しいとするものが多い。伊藤滋監修の文献14は、情報産業をビット

9 経済企 画庁経済研 究所 (1999) 、p.7

10 経 済企 画庁経済研 究所 (1999) 、p.8

11 経済企 画庁経済研 究所 (1999) 、p.17

12 同分析 では、 この名 目値 と実質値 の違 いについて、名 目においては、最終需要 にかな り向かい 「情報

機器 ・素材」 の価格低 下が著 しい ことの影響が大きい としてい る。
13 総務省編 (2001) 、p.48

14 伊藤 滋監修 (1999) 、p.142-143
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産業15と呼び、ビッ ト産業の立地 としては大きく2つ の性格、すなわち 「浮遊性」 「集積性(群 れ性)」

を考える必要があるとしている。これらの性格から導かれることは、立地が短時 日に進んで急速に発展拡

大する可能性があることから、地域 として先見的に詳細な計画や将来像を描くことは大変難 しいという点

を指摘 している。さらに技術や市場のめまぐるしい変化はこの困難 さに一層輪をかけることになるとも言

っている。 したがって、施設にしてもかつての工業団地のような硬 く固定 した大きな計画は ビッ ト産業に

馴染まず、小 さなものが現実環境との相互作用の中で触覚を伸ばしつつ一歩一歩自ら発展 していくとい う

姿がビッ ト産業の本来的な特性であろう16と結論づけている。

また、後述 の よ うに立地が大都市に集 中す るこ とを踏 まえて、地方分散 のよ うな立地へ の政策 関与の効

果 自体 を疑 問視す るもの も多い17。 このこ とは、情報産業が元々アメ リカの シ リコンバ レーのよ うな地域

か ら民間や大学主導 の 自由な環境の 中か ら生まれてきた こととも関連 している。湯川18は 、サ ンフランシ

スコのマルチ メデ ィアガルチ、ニュー ヨー クで のシ リコンア レーの分析 を踏 まえて、ネ ッ ト産業の集積 に

ついては、(1)近接 して立地す ることで知識創造 の場 を形成 し、加速度的 に発展す る 「集積 と発展の メカニ

ズム」が働 く可能性 が高い、(2)こ うした集積 地はネ ッ ト企業の 「イ ンキュベー タ としての都 市機能」を備

えた大都 市であ る、(3)産業 を振興す るには条件の整 った都 市 において 「集積 のメカニズム」 を円滑に し、

「イ ンキ ュベー タ として の都 市機能」をさ らに高 めるよ うな政策が有効 である、 といった特徴 を挙 げ、そ

の上で、いわ ゆるハ コモ ノをつ くって企業 を誘致 しよ うとす る、 「プル型 の政策」ではな く、既 に起 こっ

ている企 業集積 を適切 に支援す るよ うな、後押 し型、つま り 「プ ッシュ型 の政策」が有効 である と思われ

ると結論づ けている。

但 し、技術革新が急激に進むなかで、実証研究を踏まえて出された結論はそれほど多くはない。これま

で行われた主な実証研究については後述するが、公的支援の必要性を訴える情報産業関連企業も多く、ま

だ研究の蓄積は十分でないと考えられる。

実際の国による地域情報化政策については、これまで 「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」を策

定 (平成7年 策定、平成10年 改定) するなど情報通信の高度化等に取 り組んできたところであったが、平

成12年7月 に内閣に 「情報通信技術 (IT) 戦略本部」を設置するとともに、20名の有識者から構成 される 「IT

戦略会議」を設置 して検討を行った19。そ して平成13年1月 には 「高度情報通信ネ ットワーク社会形成基

本法 (IT基本法) 」に基づき、政府 としての一体的な取 り組みを迅速かつ重点的に推進 し、官民の総力を

結集する拠点となる 「高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部(IT戦略本部)」を設置 し、その第一回

戦略本部会合において、 「IT基本戦略」に基づき、IT革命 を推敲する国家戦略として、市場原理に基づき

民間が最大限に活力を発揮できる環境を整備 し、我が国が5年 以内に世界最先端のIT国家となることを目

指す 「e-Japan戦略」が策定された。

15こ の文献 にお け る 「ビッ ト産業」 とは、情報化のデ ジタル化 に伴い、 ビッ ト単位 での情報の伝 達、保

存 、加 工な どを行 う産業 であ ると している。 さらに、情報化の進展 に伴 い、新たに生まれ ている産業全般

をい うこ ともあ る。 いずれ に して も、従来のアナ ログ ・デー タを用 いた産業が再構築 され、デ ジタルデー

タや そのネ ッ トワー クを積極的 に活用 し、デジタル媒体 上でデー タを利用す る産 業が急成長 してお り、そ

れ を ビッ ト産業 としてい る (伊藤滋監修(1999)、p.12) 。 これは他の一部 の文献にお ける情報産業 の定義

よ りも、ハー ドウェアを全体 的に入れてい る点で より広義 であると考え られ る。
16 伊 藤 滋 監 修 (1999) 、p.163

17 例 え ば 、 名 古 屋 都 市 セ ン ター (2000) な ど。

18 湯 川 抗 (2000)

19 総 務 省 編 (2001)、p.138
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「e-Japan戦略」では 「我が国が5年 以内に世界最先端のIT国家になる」という目標 を掲げ、その実現の

ために決定された 「e-Japan重点構想」が示されている。その概要は、(1) インターネッ ト網の整備、(2) 放送

のデジタル化、(3) 通信 と放送の融合に対応 した制度の整備、(4) 地理的情報格差の是正等について施策を推

進 していくこととしてお り、総務省では、インフラ整備 とコンテンツ ・アプリケーシ ョン開発の好循環を

創造すること、民間主導の原則の下、国は民間活力が適切に引き出される環境を整備すること、国際的協

調 と国際競争力を強化すること、都市部 と地方を問わず、全国どこでも世界最高水準のサービスを享受で

きる利用環境を整備することを基本方針に、具体的施策を推進する20としている。 このうち格差是正に関

連するのは (4) の部分であるが、これは主に地方部で情報インフラが整備 されにくい地域の整備水準を大都

市に近づけるために行われ るもので、拠点開発やテクノポ リスのような地域指定による地方への産業立地

誘導のような考え方は、後述の沖縄特区を除けば2001年 初頭現在で見あたらない状況である。特に 「民間

主導の原則」が謳われていることから、市場メカニズムを歪めるような施策は行いにくく、規制はもちろ

んのことだが、地域間で生 じるデジタルディバイ ドと呼ばれる格差の是正による理由を除いては優遇政策

も取られにくい状況とい うことができる。

「e-Japan重点構想」における具体的施策のうち、地理的格差に関連する部分は、次の通 りである。総 じ

て情報基盤 を中心 としたインフラ整備が中心であ り、地域を限定 した企業への財政的支援は明記されてい

ない。このことは、情報化における地域格差の問題意識 として、いわゆるデジタルディバイ ドの解消、す

なわち 「ユニバーサルサー ビス」と呼ばれ るいわゆるアクセスの平等が基本的な政策意図の中心にあり、

集積を意図的につくった り立地を直接的に誘導するような政策は意図されていない状況である。

一方、各省庁単位での政策については、代表的なものを挙げただけでも、郵政省によるテ レトピア構想 ・

ハイ ビジョンシテ ィ構想、通商産業省ニューメディアコミュニティ構想 ・ハイ ビジョンコミュニティ構想、

建設省によるインテ リジェン トシテ ィ構想、農林水産省によるグリーン トピア構想、自治省によるリーデ

ィングプロジェク ト構想 ・コミュニティネッ トワーク構想 ・ハイ ビジョンミュージアム構想などがあり21、

地域情報化に関連する地域情報基盤についても、総務省、経済産業省を始め、国土交通省、環境省、内閣

府が様々な補助事業を行ってお り、それ らを利用 した整備が進みつつある22。またテクノポ リス法 ・頭脳

立地法の廃止 と共に制定された新事業創 出促進法における地域プラッ トフォーム (新事業創出促進法に基

づ く研究開発か ら事業化に至るまでの総合支援体制) 構想は、地域の産業資源を有効に活用 した新事業創

出を中核的支援機関が中心となって促進する総合的な支援体制の整備 という目的の下で、ベンチャーに代

表される新規創業を支援する意味で、情報産業も主たる対象としていると考えられ る。

これらについて、様々な政策が行われているとい うこともできるが、逆にいえば各省庁の政策が乱立し

てお り重点的な施策になっていない という捉え方もできる。その背景として、情報化の技術革新はまだ途

上で急激に変化する可能性 もあるため、IT全体としての投資の重点化はできてもその中身の重点化 ・傾斜

配分は難 しく、経済産業省の白書でも「情報化施策は、多額の投資と長期的な取 り組みが必要 となる一方、

施策の効果が拡散 して把握 しにくいものも多く含まれ、大規模な予算を投 じたものの、その効果を住民に

十分説明することが困難 となる可能性も考えられる。こうした事態を回避 し、情報化施策が適切に展開さ

れるためには、施策の効果を評価 ・測定する手法を確立し、施策の実施により効果を明示、実施後にその

20 総 務 省 編 (2001)、p.144

21 清 原 慶 子 (1999)

22 経 済 産 業省 商 務 情 報 政 策 局 ・監 修 (2001)、p.144-145
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達成 状況 を把握 ・公開す ることが重要になって くる と思われ る」23と して、評価手法の確 立について も今

後 の検討材料 として挙 げている。 もっ とも、こ うした状況 を踏 まえて湯川24は 、 「頭脳立地構造 ・ハイ ビ

ジ ョンシテ ィ構想 な ど、地域におけ る情報産業の育成 を狙 った もの も数 多い。また、通産省の 「地域プ ラ

ッ トフォーム構想」の よ うに、各 自治体の有す る資源や企画力 に応 じて地域 の産 業集積 に対す る支援を行

うことので きる制度 も整 いは じめている」 ものの 「地域にお けるネ ッ ト産 業25の支援について、現在政策

的な支援 はほ とん どな され てない」 としている。

表3-28 「e-Japan重 点 構想」における地理的格差是正関連の施策

出典: 総 務 省編 (2001)『平 成13年 版 情報通信 白書』より筆者編集

3.5.1.3. 情 報 特 区 構 想

一方、情報産業を誘致するために一定地域内を差別的に優遇する政策は、1990年 代後半から、中国の政

策などに倣って 「特区」と呼ばれるようになり、日本でも理念 レベルでは様々な情報特区構想の提案が、

23 経済産業省商務情報政策局 ・監修 (2001)、p.149

24 湯川抗 (2000)

25 ここで湯川が定義 して いるネ ッ ト産業 とは、 情報産業の うち、 インタラクテ ィブに使用 され る製 品 ・

及びサー ビスを第 三者に提供 してい る新 しいタイ プの企業)、 具体的に は 「コンテ ンツのデ ザイン ・開発、

マー ケテ ィング、配給 、及び コンテ ンツ作成に必要なツールの作成」等 を行 ってい る企 業のこ とを指 して

お り、ホー ムペ ー ジ等のイ ンターネ ッ トの コンテ ンツ、及びそれ を活用 したサー ビスを提供 している企 業、

と してい る。
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島田26や篠原27などによりされている。湯川 も、後述の実証分析を踏まえた上で 「集積地域を情報特別区

として通信料金や接続料金を定額とする制度や、オフィス賃貸料の軽減のための補助金などを集積地域内

に立地するネ ッ ト企業に与えるような支援も有効」と結論づけている。

政府では前述のように、沖縄県においては平成8年 度より 「沖縄マルチメディア特区構想」を提唱 し、

情報通信分野における (1) 情報通信基盤の整備、(2) 人材の育成 ・研究開発の促進、(3) 先進的なアプリケーシ

ョンの展開、(4) 情報通信産業の集積、(5) 情報発信機能の強化、を促進するための各種施策を実施 してきて

お り、さらに同構想の成果の上に立ち、沖縄における情報通信ハブ実現の加速化や国内外の情報通信関連

企業等の誘致促進を目指す 「沖縄国際情報特区構想」が、平成12年8月 開催の第15回 沖縄政策協議会でと

りまとめられた 「沖縄経済振興21世紀プラン」最終報告で提言された28。しかしこうした沖縄県への政策

は、一般的な地域格差是正とい う観点よりも、 「米軍の施設 ・区域が沖縄県に集中 し、住民の生活環境や

地域振興に大きな影響 を及ぼ している現状を踏まえ、沖縄県が地域経済として自立し、雇用を確保す るこ

とによって、県民生活の向上に資す るとともに、沖縄県が我が国経済社会に寄与する地域として発展する

ことが政府の重要な課題 となっている」という認識を踏まえたやや特殊な地理的重点政策であるという見

方ができる。

一方総務省は2002年5月、 地域を特定 して情報技術 (IT) 関連産業を集中的に育成する 「ITビジネスモデ

ル特区構想」をま とめた29。2003年度に全国で7～8カ 所 を指定 し、情報通信基盤を重点整備するほか税

制面で優遇措置を検討する。IT関 連企業の地方移転を促進 し地域振興につなげるのが狙いとなっている。

構想は経済諮問会議がまとめる 「経済活性化戦略」に盛 り込む方向で (1) 進出企業への優遇税制 (2) IT基盤

の整備 (3) IT技術者の養成―な どが柱であ り、特区には超高速ネ ッ トの接続環境を整えるほか、高度のIT

環境を完備 した起業家支援のインキュベーター (ふ化器) 施設も建設する。区域内で第3セ クターなどが

経営す る保養施設は 「ITリゾー ト」に指定 し、企業研修などの誘致を促進するとしている。こうした特区

政策は、現在のところ地域格差是正政策とは別の観点から行われているが、テクノポリス政策のような形

で、政治的な配慮か らそ うした意図が盛 り込まれる可能性もある。ともかく、立地誘導を含めた強い政策

はこれまでは基本的には行われてお らず、これから行われる予定 ということになる。

3.5.2. 日本 の情報産 業の立地動 向

一般的 な情報通信産業 の立地動 向につ いては、 小川剛志 ・石川 允30に よる90年 前後 の東京圏の情報処

理 ・ソフ トウェア産業 の、また藤本義治 ・青井信 之31の愛知県の情報サー ビス産業 の立地分析があ る。イ

ンターネ ッ トが普及 した90年 代後半の実証研 究では、湯川32に よる東京 のネ ッ ト産業の立地分析や、(財)

名古屋都市セ ンター33に よる名 古屋 市内の情報通信 産業の分析 がある。

こ うした分析 にお いては、一部の例外34を除 けば、情報産 業は概 して大都 市の都心への集積傾 向の強い

26 島田晴雄 「ソフ ト重視の情報特区 を」 日本経済新聞2000年11月22日 朝刊31面

27 篠原健 「IT特区 、東阪 ・沖縄 ・札幌に」 日本経済新聞2000年12月21日31面
28 経 済産 業省 商務 情報政策局 ・監修 (2001)、p.314

29 日本経 済新 聞 『 「IT特 区」7-8カ 所 に ・総務省 が指定』 夕刊2002年5月13日

30 小川剛志 ・石川 允 (1989)、 小川剛志 ・石川 允 (1990)

31 藤本義治 ・青井信 之 (1996)

32 湯川抗 (2000)

33 名古屋都市セ ン ター (2000)

34 小川剛志 ・石川 允 (1990) では、一部 労働集約化 され た工程は郊外化 が進む としてい る。
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都心型の産業 である としてい る。例 えば湯川 の分析 は、全国ではな く東京都内 に限定 しての立地分析であ

るが、東京23区 内に立地す るネ ッ ト産業35 1300社 の1/4が 都心である渋谷 区 と港 区の一部に集積 してい

ると報告 して いる。

2002年5月 時点 で最新 かつ最 も包 括的 と思われ る、国土交通省 の調査36に よれば、 ソフ ト系IT産 業37は、

東京23区 に9713事 業所 (27.6%)、 政令指定都 市に9516事 業所 (27.0%)、 その他 の都 市に15978事 業所 (45.4%)

とい うシ ェアで あ り、大都市都心 に集 中す る と言われ るこ うした産業 に しては意外 に地方都市への分布が

多い と してい る。 また同調査が行 ったア ンケー ト38では、 こ うした ソフ トウェア系IT産 業の移転はほとん

どが地域 内に立地 してい る としてい る。当初か ら現在地に立地 している事業所 は43%で あ り、移転 して き

た事業所 は57%だ が、その うち同一市 区町村内か らの移転 が70%、 同一都 道府 県内か らの移転 が14%で あ

り、比較 的狭 い地域内での移転が多い としている。

表3-29 2001年3月 現 在のソフトウェア産業立地動向

出典: 国 土 交通省 (2001) よ り筆者編集

立地数 ではな く、売上 高や取引額な どの量的な指標 の分布 については、通産省 が行 ってい る 『特定サー

ビス産業実態 調査』に よれば、地域別 の売 上高につ いて、東京 、名古屋 、大阪の三大都市圏への集 中率 は、

1996年 で82%と 極 めて高 く、中で も東京 圏に65%が 集 中 してい ると している。 しか し、大都市圏及 び東京

圏への集 中率は徐 々に低 下 してお り、1991年 以降、地方県のシェアが高ま ってい ることが注 目され てい る

39。また少 し古 いデー タだ が、1989年 の 『特定サー ビス産業実態調査 ・情報サー ビス業編』 には発注元 と

35 ネ ッ ト産業の定義は前述 したが、その実際のデー タ抽出は、インターネ ッ トタウンペ ージを元に企業

別 ・サー ビス別 デ ィ レク トリーな どを加 え、ウェブサイ トによる業務内容 を確認 した上で抽出 して調査 し

た とされ てい る。
36 国土交通省 国土計画局大都 市圏計画課 (2001)

37 この調査 では、電話番 号ベースのデー タ (インターネ ッ トタウンペー ジ) か ら 「ソフ トウェア業」 「情

報処理サー ビス」 「イ ンターネ ッ ト」の3業 種の いずれかに登録 してい る事業所 を抽 出 している。
38 全国の ソフ ト系IT産 業の事 業所数 の約1/3に 相 当す る13548事 業所にア ンケー ト調査票 を送付 し、

2854事 業所か ら回答 を得 た と してい る。

39 伊藤滋監修 (1999)、p.25
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受注先 の統 計が掲載 されてお り、これに よると、全国の情報サー ビス需要の66%が 東京 圏内か らの発注で

ある40。 しか しこ うした傾 向 も、 ソフ ト開発環境 が急激 に変化 し、ダ ウンサイ ジング及 びOS等 の開発環境

の標準化が進ん だ ことに よ り、自分 の ところの コン ピュー タで開発 できるよ うにな り、また通信の発達 に

よ りユーザの コン ピュー タを遠隔操作 で使 って、テ ス ト・ランをす ることもで きるよ うになってきてい る

ため、今後は こ うした指標 も地理的な分散傾 向に向か うとい う見方41も あ る。

3.5.3. 情 報産 業企業 の立 地意図 の把握

情報産業の立地意図については、まだ分析の蓄積が十分ではない。

前述 した湯川42は 、サ ンフランシス コや ニュー ヨー クでの調査 を踏 まえて、(1) 若者 向けのソーシャル ア

メニテ ィ、(2) 安価 で使いやすいスペース、(3) アーテ ィス トの存在 、(4) 人材 を供給す る関連教育機 関、(5) ク

ライア ン ト等の役割 を担 う既存 の産業 の存在、を挙げてお り、こ うした分析 を踏まえて東 京都心 でも分析

を行 い、ネ ッ ト産業 の集積 の可能性 に関 して、(1) ソー シャル アメニテ ィーの重要性 、(2) 安価 で使 いやすい

スペ ース、(3) アーテ ィス トの存在 、(4) 人材 を供給す る関連教育機関、(5) クライア ン ト等の役割 を担 う既存

の産 業の存在 、 といった条件を挙げている。

一方、 や は り前述 した国土交通省 の調査43に よれ ば、 ソフ ト系IT産 業 の事業所が立地にあた り考慮 した

要因 として、 「賃料 の妥 当性 」が一番高 く (91%)、 次 に 「営業先企業へ のアクセスの良 さ」 「最寄 り駅

までの アクセ スの良 さ」 「鉄道 によるア クセスの 良さ」(い ずれ も70%以 上) となってい る。 ソフ ト系IT

産業が集積 している大都 市部の ター ミナル駅周辺 はこれ らの条件 を満 た している。一方 、集積 要因 と優位

な関係 が あるの ではないか と考え られ ていた、 「若年層 の文化 に接 しやす い」 「大学 ・研 究機 関 との近接

性」 「自治体の誘致策」 を考慮 してい る事業所 は2割 に満 たないことが分か ったが、この一部 は前述 の湯

川が主にイ ンタ ビュー によって導 き出 した結論 と矛盾 してい る。同業者 との交流 について も、6割 以上の

企業が交流 を持 って いない。但 し交流会へ の参加意 向については、どの ソフ トIT業種 も半数以上の事業所

が希望 してお り、特に 「インターネ ッ ト」の業種 での希望 が他 に比べて多い状況 となっている。こ うした

ことか ら、情報産業の立地意図についてはまだ結論 が収斂 されていない と考 えるべ きであろ う。

また同調査において、移転について地域内が多いことは前に触れたが、今後の移転希望地域についても

基本的には同一市区町村内での移転を希望 している。ただし、地方都市については、東京23区 を中心とし

て大都市圏の都心への移転希望も多 く見 られる状況 となっている。さらに行政に対する優遇や助成など公

的支援策の希望については、 「通信インフラの整備」 「税の軽減」 「低利融資」 「オフィスビルの安価な

供給」がそれぞれ5割 弱 と多くの事業所が希望 している。特に自由回答欄の中では総 じて通信インフラの

整備に対する要望 (光ファイバー網の整備やその安価な供給など) が多くなっている。

40 伊 藤 滋 監 修 (1999)、p.33-34

41 伊 藤 滋 監 修 (1999)、p.33-34

42 湯 川 抗 (2000)

43 国 土 交 通 省 国 土 計 画 局 大 都 市 圏 計 画課 (2001)
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3.6. 第 三 章 の ま とめ

本章では、日本の全総 を中心とする地域格差是正政策について、第一章で設定 した地域格差の定義など

を基準に、国土政策について様々な意見が百出する既存文献の整理を踏まえて分析を行ってきた。

地域格差是正政策は、戦前にはじまる目本の工業化による都市農村格差の認識、またその後の戦時対策

としての生産施設の分散といった国防的目的を発端 としながら、戦後は経済復興 ・経済開発を目指 しての

資源の集 中による有効活用 とい う経済的な目標 との対立から、せめぎ合いが生じてきた。こうした中で四

全総までの国土計画は一貫 して、国家全体の経済的な目標に実質的に対峙 した地域格差是正 とい う目的か

ら策定され、それは しかも人口移動を前提とせず、グローバル化以前の 「閉 じた」国土空間内の産業立地

誘導を主要な手段 とする、地域的配分の不平等 (地域間不平等) の克服を前提とするものであった。それ

でも (一) 全総の時には、過疎過密 といった問題解決的な過密過疎問題 (絶対的地域格差) の是正を目指

す政策 と、地域的配分の不平等 (地域間不平等) を目指す政策が併存 してお り、前者については比較的大

きな効力があり、それな りに工業活動の分散に貢献 した。しかしその後、新全総～三全総～四全総 と国土

計画の策定を追 うに従い、計画本文中では次第に地域的配分の不平等 (地域間不平等) を強調するように

なる一方で、全総計画を踏まえているはずの具体的な地方分散政策については、当初は強力であった地方

分散政策が次第に弱められ、大都市圏に直接規制をかける政策は不可能になり、また地方への誘導政策も

弱まってきていた。このことは、タテマエとして地域的配分の不平等 (地域間不平等) を目指す全総計画

と、ホンネ として経済効率性等も睨みながら現実的な立地を目指す地方分散政策が次第に乖離 していった

ことを意味 している。こうした中で実際の地域格差の動きは、工業の分散は地方分散政策を通 してかなり

の程度達成 されたが、人 口の分散は伴わずむ しろ大都市への集中傾向となり、全総計画の意に反 して、地

域的配分の不平等 (地域間不平等) ではなく、一人当たり配分の不平等 (地域間不公平) の解消の方向へ

向かっていった。これまでの国土政策論者が賛否両論であったのは、こうした地域格差の捉え方の違いに

大きな原因の一つがあった と考えられ、そ うした矛盾 とその原因 「絶対的 ・相対的地域格差」 「地域間不

平等 ・不公平」といった概念の分類によって明 らかとなった。

一方、タテマエとホンネに見られるような国土計画と実際の計画の乖離の原因 として、まず第一に産業

構造の変化が考えられる。(一) 全総の時代は主に重化学工業などを主体とした地方分散を目指 していた

のに対 し、次第に高付加価値な加工組立型 (自動車 ・電機電子) 等がその主要な地域格差是正の手段と見

なされるようになってきた。特に電機電子産業は、扱 う原材料や完成品の重量が軽いため、フットルース

な産業 として地方圏での立地はさらに進むと考えられた。しかし実際は生産機能 と管理機能 (本社など)・

R&D機 能 (研究所など) は地理的に リンクする傾向が強 く、新全総等を通 じて整備 された広域ネ ットワ

ークを通 じても全国的な地方分散は進まずに、む しろ大都市圏の拡大を生 じさせることになり、ひいては

東京一極集中の遠因 となった。四全総策定時においては地域格差を是認する動きが出て論争を巻き起こし

たが、その背景には、こうした産業構造の変化による産業立地の集中の必要性の認識に加え、グローバル

化に備えた国全体の経済成長のための国土構造とい う視点が、世界都市論を持ち出 した東京集中の肯定に

繋がっていく。但 しこの時点ではこうした集中肯定に対する地方からの反発が強く、四全総の文言上はむ

しろ既存の地方振興=地 域間不平等を目指 した政策を謳 うことになった。このことは同時に、タテマエと

ホンネをさらに大きく引き離す原因となる。

こうした乖離は、1990年 代に生 じる情報化 という産業構造の さらなる劇的変化、及びグローバル化の急

激な進行によって決定的 となり、地方分権化や不況といった他の要因 と合わせて、国土計画 ・国土政策 自
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体を否定する動きとなっていく。まずホンネの部分を体現していた具体的な産業立地政策の うち、地域的

配分の不平等 (地域間不平等) を目指す政策は相次いで縮小 ・廃止され ることになった。またタテマエの

部分である国土計画の側ももはや乖離 した状況が許されない状況となり、五全総では集中をある程度是認

した形での策定となった。また経済成長を担 う新 しい産業 とされる情報産業や情報化を踏まえた議論では、

地域格差是正政策に組み入れるといった動きは見せず、また実際の立地も概 して集 中的な傾向を見せてい

る。

日本の地域格差是正政策の文献 レビュー として最終的にいえることは、日本の高度成長期 ・経済安定期

の流れの うちに生 じた、重化学工業→加工組立型工業→情報産業とい う産業構造の変化及び立地の集中性

の高ま りの中で、また国際化 ・グローバル化とそれに伴 う国力 (経済力) の増強とい う意識の上昇の中で、

地域格差是正とい う目的は次第に弱められつつあるとい うことである。ただ しここでい う地域格差是正 と

は、地域間を同質化するという地域的配分の不平等 (地域間不平等) の是正であり、他方で一人当たり配

分の不平等 (地域間不公平) の是正の必要性については、結果論的な部分もあるがこれまでの国土政策か

ら成功を収めてお り、また過密過疎問題 (絶対的地域格差) の是正による具体的課題への取 り組みについ

ては、環境問題への市民意識の高ま りや地方分権 と国益の対立 といった観点から、今後 も国土政策による

より包括的な取 り組みが必要 となると考えられる。
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